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１８９５年レントゲン、Ｘ線を発見
１８９８年キューリー夫人、ラジウム発見
１９４２年フェルミら、シカゴパイル－１

で核分裂連鎖反応に成功
１９４５年アメリカ原爆実験成功、

広島・長崎に原爆投下
１９５３年アイゼンハウアー、原子力の平和利用宣言
１９５５年ＰＷＲ搭載原子力潜水艦ノーチラス号就航
１９５７年米国、ＷＨ社、初の商業用原子炉、

シッピングポートー１号（１０万ＫＷ、ＰＷＲ）運転開始
１９６０年米国、ＧＥ社、初のＢＷＲ、

ドレスデンー１号（２０万ＫＷ）運転開始
以後日・米・欧で原子力発電が大々的に開発された。

１９７９年アメリカ、スリーマイル２号炉原子炉損傷事故
１９８６年ソ連、チェルノブイリ原子炉損傷、放射能放出事故

以後世界的に原子力低迷時期に突入
２０００年代、エネルギー・環境問題から世界的に原子力へ

の熱い期待が寄せられている。

世界の現状：原子力発電所： ４３８基、電力の約１６％を供給
わが国の現状：原子力発電所： ５５基、電力の約３０％を供給

シカゴパイル－１

国連に於ける

アイゼンハウアー大統領の演説

キュリー夫人

原子力エネルギー利用の歴史
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原子力の光と影

・世界が望む平和利用
・ＣＯ２の排出が非常に少ない
・少量の資源で大量のエネルギー
発生（備蓄が容易）
・資源量が豊富
・国産エネルギーとしての位置づけ
・原子力利用の将来展開

・ 世界の懸念、軍事利用

・ 核不拡散問題の対応
・放射線の恐怖への対応
・ 原子力の安全・安心への対応
・原子力廃棄物処理問題の対応

原子力の平和利用を拡大するためには、光と影の両面を
しっかり理解して、光を拡大し、影を最小限にして、社会的
受容性を高める努力を継続しなければならない

光 影
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原子力発電に対する安心・不安

東洋大学、災害情報研究会

日本人の安全観（２００４・３）、原子力関係者から見た「原子力のリスクコミュニケーション」（２００７）

専門家と一般人の意識の差

安心

何となく安心

何となく不安

不安

その他

専
門
家

科学的安全性→安全性への認識

安心・不安感情

一
般
人

科学的安全性

安全性への認識→安心・不安感情

原子力発電に対する安心・不安

アンケート調査

原子力関係者

一般人
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原子力発電の安全への対応
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原子力発電の安全をどう確保するか

・安全確保の基本：

一般公衆に対する有意な放射線災害の防護

・安全確保に対する国の関与：

国の安全審査による、立地評価・認可、安全評価・認可、

設備健全性確保のための工事認可、溶接認可、設備製作中検査、使用前検査、

運転開始後の定期検査

・安全確保策の設計対応：

原子炉の固有の安全性、放射能を閉じ込める５重の壁、非常時安全設備、

原子炉スクラム機能、非常用電源設備、強固な耐震設計

・電力事業者の対応：

安全文化の醸成、事業者運転管理基準の整備、従事者の教育、情報の透明化
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発電所運転までの手続き

出典：「原子力・エネルギー」図面集 2007 5-23
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解説－スライド６、原子力発電所の許認可

• 地点選定、建設準備、建設、運転および廃止措置の各段階で国の厳重な
審査や検査をうけ、許可認可を受けなければならない。

• 地点選定の段階では、用地取得交渉、漁業補償等の検討とともに、知事
の意見も反映した環境審査が行われ、この結果は第１次公開ヒアリング
で住民等の意見を反映する。

• 建設準備段階では原子力委員会、原子力安全委員会による安全審査が行
われ、この結果は第２次公開ヒアリングで住民等の意見を反映し、文科
省大臣の同意を得て、原子炉設置許可がおりる。この段階で工事計画認
可申請がなされ、認可を得て着工の段階になる。

• 建設段階では工事計画、およびメーカーよりの溶接認可申請に従った許
認可のもとで工事が進められる。使用前検査、保安規定認可を得て、原
子力安全委員会の認定により、運転許可がおりる。

• 運転段階では、定期検査、保安検査により継続的安全性、信頼性確保が
なされていることを確認する。

• 廃止措置段階では、廃止措置計画申請、保安規定変更認可申請、に対す
る原子力安全保安院の審査を経て廃止措置が行われる。
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解説ースライド８、原子力発電所の安全確保の仕組み

• 安全を確保した多重防護の設計がなされた原子力発電所を能力・経
験の豊富な運転員が運転し、厳重な品質管理、入念な点検・検査を
行うことで、安全の確保を図っている。

• 多重防護設計の第一はまず異常の発生の防止を図ることである。こ
のために余裕のある設計、フェイルセイフ設計、インターロックに
よる誤操作防止設計等が行われている。

• 多重防護設計の第２は万一異常が発生してもその拡大および事敀へ
の発展を防止することである。このために異常を早期に検出する装
置をそなえ、また必要により原子炉を停止する装置（止める）を備
えている。

• 多重防護の第３点は、さらに万一事敀が発生しても周辺環境への放
射性物質の放出防止を図ることである。このために非常用炉心冷却
装置（冷やす）と原子炉格納容器（閉じ込める）を備えている。
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安全審査における安全評価

原子炉施設の構築物、機器などは通常運転の状態だけでなく、異
常な状態においても安全確保の観点から所定の機能を果たすこと
が必要である。安全審査においては、異常な状態についても解析
し、所定の機能が保たれるかを評価する。

http://mext-atm.jst.go.jp/atomica/dic_1052_01.html
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安全系の設計の考え方

• 原子炉 ： 燃料の許容設計限界を超えることのないこと。炉心及び反
応度制御系は原子炉出力を制御できること 。
固有の安全性を備えていること。

• 安全保護系 ： 異常な状態を検知し、原子炉停止系及び工学的安全
施設の作動を自動的に開始させられること。安全保護機能
を失わないように、多重性・独立性を備えていること。

・ 原子炉停止系 ： 原子炉を停止することができる二つの独立した
系を有すること。 そのうち少なくとも一つは異常時にお
いて、炉心を臨界未満に維持できること。試験可能なシス
テムであること。→ 止める

• 原子炉冷却系 ： 原子炉冷却材圧力バウンダリーの健全性が確保さ
れること。機器で発生した熱や残留熱を除去できること。
最終的な熱の适がし場へ熱を輸送できること。→冷やす

• 非常用炉心冷却系 ： 原子炉を冷却する配管が破断し、冷却材が喪
しても、炉心に冷却水を供給して冷却できる設計であること。
→ 冷やす

• 原子炉格納容器 ： 想定事象に対し、圧力・温度・動荷重や適切な
地震荷重に耐え、かつ適切に作動する隔離機能とあいまって所
定の漏えい率を超えることがないこと。 → 閉じ込める
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• 核反応は安定して所定の出力が出るように制御さ
れています。しかし運転中には色々な外乱が生じる
ことがあります。このような時でも安定に運転できる
ように設計されています。このことを原子炉の固有
の安全性または自己制御性があると言います。

• 自己制御性があるというのは、おわんの底にある球
のように左右に振れても元に戻る性質を言います。
逆に伏せたおわんの上にある球は尐しでも振れると
落ちてしまい、自己制御性がないと言います。

• 原子核反応では中性子の量と燃料の温度変化や
減速材である水の密度の関係で自己制御性が成立
するように設計されています。これが確実になされ
ていることが、国の安全審査の最重要項目の一つ
となっています。

解説ースライド１２、原子炉の固有の安全性（自己制御性）
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閉じ込める
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• 原子力発電の安全確保は、放射能・放射線被害からの防護を

することにより達成されます。そのために核分裂をさせる核燃料

および核燃料からの熱エネルギーを蒸気エネルギーに変える機
器・設備の設計に放射能漏れを起こさせないような多重の防護

設計が織り込まれています。

• これを５重の壁と言っています。

第１の壁は酸化ウラン燃料それ自身で、セラミック（せともの）に固
められ、液体やガスのように散逸しにくくしています。

第２の壁はペレットを入れている燃料被覆管で漏れを防止します。

第３の壁は強固な鋼製圧力容器でこの中に閉じ込めます。

第４の壁は格納容器で最大仮想事故時でもこの中に

閉じ込めます。

第５の壁は原子炉建屋で通常外気より負圧に保たれ、外部への

漏れを防ぎます。

解説－スライド１４、放射能を閉じ込める５重の壁
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BWRの非常時安全設備
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解説ースライド１６、ＢＷＲの非常用炉心冷却装置等

• ＢＷＲでは非常用炉心冷却装置等が設けられており、格納容
器内で大中小径の配管が破断を想定した事故時でも炉心の冷
却が確実に行われるように設計されている。

• 炉内の核反応は制御棒およびはホウ酸水を注入し、確実に停
止する設計になっている。

• 格納容器内の圧力が高まると高圧蒸気は圧力抑制室に導か
れ、凝縮し減圧される。

• 圧力容器内の蒸気圧は自動減圧系により速やかに減圧される。

• 炉心冷却は高圧炉心スプレイ系、低圧注水系、低圧炉心スプ
レイ系により冷却される。

• 格納容器内を冷却するために格納容器スプレイ系も設けられ
ている。

• 冷却を行うための水源は復水貯蔵タンクより必要により補給さ
れる。
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ｽｸﾗﾑ信号 目 的

① 原子炉圧力高 原子炉圧力上昇による正の反応度増加の制限

② 原子炉水位低 原子炉冷却能力の低下の防止

③ ﾄﾞﾗｲｳｪﾙ圧力高 原子炉冷却材圧力ﾊﾞｳﾝﾀﾞﾘの破断の検知

④ 中性子束高 燃料被覆管の温度上昇の防止

⑤ 原子炉周期短 燃料被覆管の温度上昇の防止

⑥ 炉心流量急減 燃料被覆管の温度上昇の防止

⑦ 制御棒充てん水圧力低 ｽｸﾗﾑに必要な水圧の丌足状態の回避

⑧ 主蒸気隔離弁閉 弁閉時の原子炉圧力上昇の防止

⑨ ﾀｰﾋﾞﾝ蒸気止め弁閉 弁閉時の原子炉圧力上昇の防止

⑩ ﾀｰﾋﾞﾝ蒸気加減弁閉 弁閉時の原子炉圧力上昇の防止

⑪ 主蒸気管放射能高 燃料損傷時の放射性物質の放出の防止

⑫ 地震加速度大 地震による影響からの原子炉の保護

⑬ 中性子計装動作丌能 中性子計装の動作丌能のため

⑭ 手動 運転員が必要と判断した時にｽｸﾗﾑ実行のため

⑮ ﾓｰﾄﾞｽｲｯﾁ「停止」位置 ﾌﾟﾗﾝﾄ停止時の確実な全制御棒全挿入のため

原子炉スクラム信号の種類について
以下の原子炉スクラム信号が発生すると原子炉はスクラムする。
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所内電源設備 非常用ディーゼル発電機

5295kW（7200ps) ﾃﾞｨｰｾﾞﾙｴﾝｼﾞﾝ

・デｨーゼル機関により駆動される発電
機で、その初期励磁電源や、制御電源は、
直流電源を用いており、外部電源（交流
電源）が喪失したときに非常用炉心冷却
系などの安全系負荷に電源を供給する。

・独立性、多重性が要求されているので、
複数台（ABWRでは3台）を設けられてい
る。

・設計基準事敀である、外部電源喪失＆
冷却材喪失事敀時に、安全解析で定めら
れた時間内（ＡＢＷＲでは３５秒）に非
常用炉心冷却系を作動させなければなら
ない。（高速機では約１３秒）
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系 統 名 試 験 項 目 試 験 目 的 試験頻度

残留熱除去系 ポンプ手動起動試験 ポンプの健全性確認 １ヶ月毎

電動弁手動開閉試験 電動弁の健全性確認 １ヶ月毎

高圧炉心注水系 ポンプ手動起動試験 ポンプの健全性確認 １ヶ月毎

電動弁手動開閉試験 電動弁の健全性確認 １ヶ月毎

原子炉隔離時冷却系 ポンプ手動起動試験 ポンプ・タービンの健全性確認 １ヶ月毎

電動弁手動開閉試験 電動弁の健全性確認 １ヶ月毎

ほう酸水注入系 ポンプ手動起動試験 ポンプの健全性確認 １ヶ月毎

電動弁手動開閉試験 電動弁の健全性確認 １ヶ月毎

ほう酸水濃度測定 ほう酸水の量及び濃度の確認 １ヶ月毎

非常用ガス処理系 手動起動試験 乾燥装置・排風機の健全性確認 １ヶ月毎

可燃性ガス濃度制御系 ブロワ作動試験 ブロワの健全性確認 １ヶ月毎

電動弁手動開閉試験 電動弁の健全性確認 １ヶ月毎

非常用ディーゼル発電設備 ディーゼル発電機手動起動試験 ディーゼル発電機の健全性確認 １ヶ月毎

蓄電池 蓄電池点検（電圧,比重,液面の測
定）

蓄電池健全性の確認 １ヶ月毎

充電器電圧・電流点検 充電器健全性の確認 １週間毎

原子炉緊急停止系 トリップ論理回路試験 トリップ論理回路健全性の確認 １ヶ月毎

プラント運転中の定例試験項目（例）
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原子力発電所、耐震設計

①活断層の上には建設しない

②十分な支持性能を持った地盤に設置する

③「残余のリスク」も考慮した、想定される
最大の地震を考慮して設計する

④信頼性の高い解析プログラムを使用して設
計評価する

⑤大型振動台により実証試験する

⑥大きな地震には自動的に運転を停止する

⑦津波に対しても対策する
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→耐震クラス Ｉ～ＩＩＩ

耐震クラス Ｉ 原子炉圧力容器、制御棒及び駆動機構、原子炉格納容器、

非常用炉心冷却系、非常用ガス処理系等

耐震クラス ＩＩ タービン設備､廃棄物処理系等

耐震クラス ＩＩＩ 発電機、重油タンク等
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中越沖地震による柏崎刈羽原子力発電所の実態

・想定外の地震動： （想定：Ｍ ６．５、 実際：Ｍ ６．８）

約３倍の地震エネルギー、これに地盤特性が加重。

活断層の評価が不十分であった。

・被害：

当面の問題： 変圧器の火災、微量の放射能の海水流出、

一部非重要施設の機器の損傷

その後の調査結果： ＡＳ，Ａクラスの設備機器は健全。

設計余裕を持つ耐震設計手法の妥当性が証明された。

Ｃクラス機器に軽度の損傷。

・健全性：停める、冷やす、漏らさない機能が確保された。

・今後の対応：

最新技術による地盤調査に基づく、想定地震動の見直し。

必要により設備機器の補強対策
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ＮＵＰＥＣの多度津耐震実証試験は、原子力発電所が大地震に耐えられることを
実証することを目的としている。 発電所の重要な機器やシステムについて、実
物大かそれに近い大きさの試験体を作り、試験体には、原子力発電所の耐震設計
で想定する地震及びそれを超える地震を模擬した振動を加えた。
この試験では、耐震設計手法の妥当性や安全性の余裕も確認すこととしている。

地震時に制御棒が挿入できるか、非常用ディーゼル発電機は起動するか、原子炉
停止時冷却系は作動するかなど、安全上重要な機器が正常に動作することも確認
した。 これらの試験は、平成１７年３月をもって全て終了し、初期の目的を達
成できた。

ＮＵＰＥＣによる大型耐震実証試験

実証試験の規模
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電力事業者の対応（安全文化の醸成）－事故から学ぶ、改善の徹底

・チェルノブイリ事故
設計上の欠陥、運転の規則違反
→安全確保を最優先する安全文化の醸成、安全分野の国際協力、ＷＡＮＯの設立

・スリーマイル２号機事故
事故時警報多発、制御室の混乱
→制御盤の改善（視覚表示、重要警報の優先）。独立の「緊急時中央司令所」の設置

・美浜３号機事故
関連会社依存体質、ヒューマンエラー
→肉厚測定計画、測定結果の評価は自社で、品質保証、保守管理のシステム改善強化

・志賀１号機臨界問題
トラブルの隠蔽、作業手順の不遵守
→隠蔽を許さない社内体制の確立、トラブルの電力間共有化の促進、作業者の教育、訓練
の再徹底

・中越沖地震、柏崎刈羽原子力発電所
地震動評価技術の新知見の反映遅れ
→最新の知見に基づく厳密な調査と評価地震動の見直し。必要により耐震補強の実施。
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ニューシアによるトラブル情報発信

（http://www.nucia.jp/）

• 「ニューシア」は原子力発電所や原子燃料サイクル施設の運
転に関する情報を広く共有するためのサイトであり、日本原
子力技術協会が運営管理している。九電力、日本原電、日
本原燃等の情報をカバーしている

• だれでも自由にアクセスできる。透明性確保、

事業者の自主保安を目指している。

・ トラブル情報の詳細、対策、水平展開等が閲覧できる。

電力事業者の対応（情報の透明化）

http://www.nucia.jp/
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原子力発電の安心をどう図るか
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原子力発電の安心と不安

安全と安心の違い

・安全は技術的に確保できるレベルが明確

・安心は心の受けとめかたの問題で、状況により

大きく変化する

丌安の要因

・唯一の被爆国であり、基本的に放射線アレルギー

・メデイアの丌安を強調する報道姿勢による影響

・正しい情報が伝わりにくい社会情勢

安心を阻害する要因

・度重なるトラブル情報

・丌正、隠蔽、虚偽報告等による丌信の増大
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国民の安心をどう確保するか

正しく分かりやすい情報の発信

・原子力の安全確保と、原子力政策の根拠、国の責任

・国と地方自治体との役割、政治問題を離れた協調関係

・環境・エネルギー問題の現状と今後の説明

・原子力の国際的動向と日本の役割等の説明

・関係部署、機関等の役割分担の再構築

透明性の確保

・トラブル情報等の公開の浸透（ニューシア）

・事業者の信頼回復、信頼してもらえる

技術者スポークスマン

・反対派、慎重派等に対しても積極的に対応する
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この辺で皆で直そう報道と国民理解

■ 国 ・ 事業者。 タイムリーな発表 分かり易い解説

・迅速かつ入念な調査

・耐震指針と健全性の再評価

・危機管理の態勢見直しなど

■ 協会 ・ 学会

・分かり易い解説をタイムリーに

■ マスメディア・報道の在り方 - 煽情報道の戒め

・風評災害の種を撒いていないか？

・社会の木鐸？
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国に望む改善点

・原子力立国計画の推進軸をはっきり言う。

総理、大臣は直に国民に語るべき。原子力を批判だけで
は「立国計画」と矛盾。総合的安全確立は国の責任。

・オフサイトセンターは、放射能放出事敀のみならず重大
な原子力一般災害時にも活用すべき。

・公的な国内・海外への情報発信・見解発表の機関が必要。

わが国は、欧米各国などと比べて、国益を意識した発表
が必要。

・震災時の政府の緊急対策本部に原子力屋、報道官（ス
ポークスマン）が必要。

ＴＶ（ＮＨＫ）には解説テロップやデータ放送の活用を
要請。内外向け広報にＮＨＫの国際放送の活用も。
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自治体に望む改善

• 国・自治体・事業者の責任分担の明確化

防災・保安は自治体と事業者の任務

安全の審査・評価は国の仕事

• インターネット公開中の放射線モニターの徹底
活用 受身の情報は風評被害を招く。

⇒地域モニターの測定データーを積極広報する。

・風評被害は大衆の根暗時代のマスゲーム。

泣き寝入りせずに、積極、果敢に退治しよう。
明るいローカル報道でやり返そう。



36

事業者に望む改善

・自己責任に基づく自主保安の徹底、それに基づく

安心につながる信頼の醸成

・事敀災害時の広報スポークスマンの設置

経常的メディア対応訓練、国民の視点に立った

情報発信

・常時のメディアとの信頼関係構築。

原子力・放射線事敀の相場観を作る。（マスコ

ミの緊急時報道要員は決して専門家でない。）

・トラブル予知の前向き積極広報の好事例

日本原燃とJAEAのトラブル事例集
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報道に望む改善

• 一般国民の学習機会がいまやＴＶだ。

賛否両論の公正・公平な扱いをするよう願いたい。

• 温暖化と資源問題解決のエースは原子力だ。

この点についての正しい国民的理解を促進する報道が望ま
れる。

• 事敀時・緊急時の報道に際しては、いたずらに丌安を煽る
記事、見出しは慎む。そのためには、外部の有識者や科学
記者とすり合わせる。

• 緊急時報道の後には、フォローアップ報道として、冷静な
かつ正確な記事の掲載を望む。
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国民に望むこと

• これからは、国民参加の政策決定の時代。

国民も自己啓発が必要。

• 資源・食料も世界人口暴発で取り合いになった。お金があ
れば、いつでも買える時期は過ぎた。

• 地球環境問題の救済エースは原子力と自然エネルギー。

• 価格高騰・エネルギー丌足に利く特効薬は原子力と省エネ。

• 未来を見つめて、原子力の安全を理解し、安心につなげよ
う。

すべてが自分と子孫に降りかかる。
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原子力廃棄物処理問題の対応
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原子力発電の放射性廃棄物にどう対応するか
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高レベル廃棄物、深層地下処理処分法

・深層地下は安定した環境を確保可能

・地震断層、火山等の地殻変動の可能性の少ない場所

は広範囲にある。

・深層地下の地下水は移動速度は非常に遅く、酸素含

有量も少なく腐食性が低い。
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• 高レベル放射性廃棄物は数万年という長期間にわたり、人類
の生活環境から隔離する必要があり、わが国では地下３００
ｍ以上の深層地下に埋設する方法が取られています。

• 高レベル放射性廃棄物は強固なガラス固化体に固められ、そ
れをオーバーパックという金属容器に入れ、さらに浸水性の
非常に尐ない粘土による緩衝材でおおうという人工の３重の
バリアが設けられています。

• これを天然バリアである３００ｍ以上の深層地下に埋める方
式です。わが国では火山や活断層による地層の変動の恐れ
のない地域が多く存在することが知られています。また３００
ｍ以上の深層の岩盤内の地下水は移動も殆どないこと及び
酸素含有量も非常に尐なく、腐食性が尐ないことが測定され
ており、たとえ地下水が浸透してきても、人間環境にまで出て
くる可能性は非常に低いことがわかってきています。

• わが国には火山活動、断層による地殻活動の可能性がない
と考えられる場所が多く存在しており、そのような所を処分場
に選定します。

• これらの知見をもとに、現在地下処分場の選定作業が行われ
ています。

解説、スライド４１、高レベル放射性廃棄物、深層地下埋設処分法
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原子力の将来展望
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各種エネルギー源の資源量

・石油： ４１年
・天然ガス： ６７年
• 石炭： １９２年
• ウラン： ８５年
プルサーマルで約１．２倍に
ＦＢＲで約６０倍に
海水中のウラン回収で無尽蔵

・海水中ウラン含有量：３ｍｇ/トン

実験規模で１Ｋｇの回収に成功

・捕集材：アミドキシム樹脂（ポリプロ

ピレンの布状素材を放射線加工）

・実験場：青森県むつ市関根浜沖

海水中ウラ
ン回収試験
原子力研究開発機構

高崎研究所

資源量は原子力が圧倒的に豊富
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100万kWの発電所を
1年間運転するために必要な燃料

【出典：資源エネルギー庁 「原子力2005」】
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発電原価比較

耐用年数 ： 40年

設備利用率： 80％（水力45％）

燃料価格 ：
石油 =  27.4  71.8 $/ﾊﾞﾚﾙ
石炭 =  35.5  62.5 $/ﾄﾝ
LNG =  2.8  4.4  万円/ﾄﾝ

ウラン=  427  710  万円/ﾄﾝ

条件

原子力：再処理費用、再処理設備廃止費用、
高レベル廃棄物処理・処分費等含む

（鉱石）

2006年8月
（試算例のベース）

2002年度平均
（ｺｽﾄ小委のベース）
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経済産業省
総合資源ｴﾈﾙｷﾞｰ調査会総合部会
ｺｽﾄ小委員会(2003年)
最近の電気事業者試算例（2006年）
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• 電源の評価をする場合、エネルギー収支比（ＥＰＲ）を考慮す
ることが重要です。

• ＥＰＲとは、発電した電力エネルギーが発電に必要なエネル
ギーの何倍になっているかを示した物で、この値が高い物ほ
ど有効と評価されます。

• 発電に必要なエネルギーとは、設備エネルギーと運用エネ
ルギーです。設備エネルギーには発電所の設備、建設、燃
料採掘等に関わるものが含まれます。運用エネルギーには
発電所の運転、補修、燃料輸送、廃棄物処理等に関わるも
のが含まれます。

• ＥＰＲは原子力が約１７倍でトップ、次いで水力、石油火力、
地熱、石炭火力等で、風力や太陽光は非常に小さい値です。

原子力は今後さらにＥＰＲを技術的に大きくする可能性を秘
めており、最大４０倍程度にできると試算されています。

解説、スライド４７、各電源のエネルギー収支比
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各種電源別のＣＯ２排出量の比較
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２００８→２０３０新設計画

１２６ＧＷ（１００万Ｋｗ、１２６基）

・中国：４０ ・ロシア：２０ ・北米：１９

・印度：１６ ・韓国：１３ ・日本：１０
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今後の課題ー原子燃料サイクル

 「原子燃料サイクル」とは、原子力発電所の使用済燃料を再処理することに
より取り出 したウランとプルトニウムを再利用すること。

 限りあるウラン資源を有効利用し、エネルギーの安定確保に貢献。
 放射性廃棄物の量を減らすことができる。

再処理工場
（青森県六ヶ所

村）

ＭＯＸ燃料工場中間貯蔵施設
（青森県むつ市）

ＭＯＸ燃料

原子力発電所
（軽水炉）
（全国55基）

使
用
済
燃
料

高
速
増
殖
炉
使
用
済
燃
料

原子力発電所
（高速増殖炉）

高速増殖炉用
再処理工場
（研究開発中）

ウラン・プルトニウ
ム混合燃料

ウラン・
プルトニウム

ウラン・
プルトニウム

高速増殖炉用
燃料工場
（研究開発中）

プルサーマル

ウラン鉱山 燃料製造
工程

（濃縮等）

ウラン燃料天然ウラン
鉱石

高レベル放射性廃棄
物最終処分施設

軽水炉
サイク
ル

［現在］

高速増殖
炉

サイクル
［将来］

（佐賀県玄海町等で予定）

（福井県敦賀市原型炉もんじゅ）

（青森県六ケ所村）

MOX：ＭｉｘｅｄOxide,

混合酸化物
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高温ガス炉による水素の生産

原子炉出口温度９５０℃達成

（Ｈ１６，４，１９）
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070522  OGAWA

出典： http://naosite.lb.nagasaki-u.ac.jp/dspace/bitstream/10069/9431/1/genbaku_3_t.pdf

永井 博士の “こころ” を活かそう

まとめ：永井博士の言葉から


